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熊毛町商工会では、10/20 より『GoToEatやまぐち食事券』を販売しております！ 

「Go To Eat キャンペーン事業」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤に伴う外出の⾃粛等の影響により、甚⼤な影響

を受けている飲⾷業に対し、期間を限定した官⺠⼀体型の需要喚起を図るもので、登録の飲⾷店で使えるプレミアム付き

⾷事券です。 

☆使用期間：令和２年 10月 20日（火）～令和３年 3月３１日（水）予定（販売～1/29まで） 

☆8,000円の購入で 10,000円分のお食事ができます（プレミアム率 25％） 

☆１回の購入当たり原則２セットまで※１セット 10,000円分（1,000円×１０枚） 

利用可能店舗につきましては、「GoToEat やまぐち⾷事券」のホームページで確認👉 

できますので、ご覧ください。（飲⾷店の方で⾷事券利用可能店舗にも登録できます） 

詳しくは、裏面をご参照ください！ 

日本政策金融公庫の資金繰り支援 

コロナウィルスの影響により資金繰りが悪化している企業については、下記の要件を満たすことで、特別利子補給制度によ

る実質３年間無利子の融資を受けることができます。お気軽にご相談ください。 

 

●ご融資については 

コロナ融資を受ける場合は、対前年比売上高の比較が必要ですので、直近の売上高等がわかる帳簿等をご持参くださ

い。また、既存の日本政策金融公庫の借り換えや据置にも柔軟に対応いただいておりますので、まずは商工会へご相談くだ

さい。 

👉ポイントコロナウイルスが収束した後、業績の回復状況によっては必要額を借りられない可能性もあります。コロナ禍の

※融資後は、利息も含め日本公庫にご返済いただきますが、後日、低減

した利率の利息部分について、お客さまへ３年間分の利子相当額を⼀括

で助成する利子補給の制度（特別利子補給制度）（注）を中小企

業基盤整備機構が実施しており、利子補給を受けることで、当初３年間

は実質的に無利子でご利用いただけます。 
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最低賃金について 

令和 2 年度の山口県最低賃金は現行どおりです。 

●最低賃金 1時間 829円【発効日】令和元年 10月 5 日 

パート、アルバイト等を含めすべての労働者に最低賃金以上の賃金

が支払わなければなりません。 

詳しくは、厚生労働省山口労働局賃金室、または最寄りの労働

基準監督署にお尋ねください。 

【問い合わせ先】山口労働局労働基準部賃金室 

 ☎083-995-0372 

ＨＡＣＣＰはご存じですか？ （食品製造業・食品販売業・飲食店等の方は必見です！） 

●義務化に関係する法律 

HACCPは、「食品衛生法」に関係しており、この法律が 2018年に改正された際、食中毒対策の強化やリコール情報の報告

義務化などと並び、改正内容の 1つとして HACCP義務化が盛り込まれました。2020年 6月から施行が開始され、一年間

の移行期間を経て 2021 年 6 月からは完全に義務化になる予定です。そのため、各事業者は期限内に制度の導入を行う

必要があります。 

●義務化の対象となる事業者 

原則は食品製造業や食品販売業、飲食店など、食品の製造や加工、販売などを行う全ての食品等事業者が対象です。

しかし事業形態や規模によって「HACCP に基づく衛生管理」と「HACCP の考え方を取り入れた衛生管理」の 2 パターンのう

ち、どちらの基準で管理をするかが異なります。 前者は従業員数が 50名以上の規模の企業で適用され、後者は従業員数

が 50名未満で、一般衛生管理の対応範囲内の業種であることが目安です。なお、このような一般事業者や小規模事業者

は義務化の対象となる一方、食品又は添加物輸入の営業を行う者など、定められた 4 つの営業者に当てはまる場合は対

象外となるため、この手法に沿った管理を必要としません。 

●義務化によって実施が求められること 

義務化によって、対象となる事業者は衛生管理計画の作成・実行や確認などが求められます。また、大規模事業者と認定

小規模食鳥処理場以外の屠畜場・食鳥処理場は 7 原則を要件とした衛生管理が必要です。 

●義務化への対応方法 

計画書は各業界団体によって作成された業種別の手引書もあるため、参考にしながら作成しましょう。相談窓口や保健所で

相談することも可能なので、不明な点があれば確認しながら導入を進めていくことが大事です。HACCPは製品の安全性を確

保するための重要な制度です。義務化の無視は営業許可証の更新不可や罰則、罰金の対象となる場合もあるため気を付

けましょう。 

HACCP 導入の対象となる事業者は、2021 年 6 月までに実施するように準備しなくてはいけません。従業員数など事業規

模によって適応される基準が異なるため、手引書を見たり、保健所などで相談しながら導入を進めていきましょう。 

労働基準監督署の調査について 厚生労働省では例年 11 月をｷｬﾝﾍﾟｰﾝ月間とし、事業所を訪問し調査を重点的に

実施しています。労基署の調査を経験したことのない事業主も多いかと思われますが、実際に調査の折に「なぜうちが選ばれ

たのですか？」と確認すると「これまで一度もなかったからと」と答えられた企業も多いようです。調査に当たっては「賃金台帳」

「出勤簿」「労働者名簿」の法定三帳簿を中心に「就業規則」「３６協定などの労使協定類」「年次有給休暇の管理簿」

「健康診断個人票」などを確認するようですので、日々の労務管理を効率よく行い書類整理を行っておく必要があります。商

働き方改革個別相談会の開催について 

社会保険労務士による個別相談会を随時開催い

たしておりますので、ご利用ください！ 

●労務管理に関する相談 

●年次有給休暇付与の方法 

●時間外労働の上限について 

●賃金制度の見直し ●就業規則の見直し 

●人材不足への対応 ●各種助成金の説明 

事業所への個別訪問に対応いたします。 

無料 
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令和２年分の所得税確定申告から６５万円の 

青色申告特別控除の適用要件が変わります！ 

①青色申告特別控除額が変わります 

（現行 6５万円➡改正後５５万円） 

②基礎控除額が変わります 

（現行３８万円➡改正後４８万円） 

※ただし、①の条件に加えてｅ-Tax による（申告）又は

電子帳簿保存を行うと引き続き６５万円の青色申告特

別控除が受けられます。 

令和 2年分年末調整 昨年との変更点のあらまし 

令和 2 年分年末調整について、昨年と比べて何が変わったのかをまとめてみました。これまでとは大幅に変更されているの

で、詳しくは資料等でご確認ください。 

1.給与所得控除・基礎控除の改正（+扶養親族等の判定） 

●平成 30 年度税制改正により、給与所得控除額・基礎控除額が改正されました。 

●基礎控除額の改正により、年末調整時に基礎控除を適用するためには「給与所得者の基礎控除申告書」を提出しなけ

ればならなくなりました。 

●これらの改正に伴い、扶養親族等の判定における合計所得金額要件も改正されています。 

2.所得金額調整控除の新設 

●上記 1．により、年収 850 万円超の一定の要件に該当する人については、年末調整時に給与所得控除を調整する「所

得金額調整控除」が適用されます。これも平成 30 年度税制改正によるものです。 

●年末調整時に所得金額調整控除を適用するためには「所得金額調整控除申告書」を提出しなければなりません。 

3.ひとり親控除・寡婦（寡夫）控除の改正 

●令和 2年度税制改正により、ひとり親控除が新設され、寡婦（寡夫）控除が見直されました。 

●改正が令和 2 年分から、となっており、年初に「令和 2 年分給与所得者の扶養控除等申告書」を提出しており、かつ、こ

の改正により変更となることで申告書を訂正する必要がある場合には、令和 2 年分の年末調整時に異動申告書を提出

（当初の申告書を訂正）する必要があります。 

4.申告書の新様式 

●上記 1．および 2．の改正により、年末調整時に提出するこれらの申告書は、国税庁が公表している様式では、配偶者

控除・配偶者特別控除の申告書（「給与所得者の配偶者控除等申告書」）と一緒にまとめて用意されています。用紙の

名称は、「給与所得者の基礎控除申告書兼給与所得者の配偶者控除等申告書兼所得金額調整控除申告書」です。 

5.源泉徴収簿の改正             

●上記 1．～3．の改正により、源泉徴収簿も様式が変更されています。 

6.年末調整手続きの電子化         国税庁ＨＰ「令和２年分年末調整の仕方」👉 

●これまで認められていた電子化に加え、新たな申告書の電子化の追加とともに、保険料控除証明書等の電子化も認めら

れます。          

（１）複式簿記 

（２）貸借対照表作成 

（３）期限内申告 

～Ｒ1 確定申告 Ｒ2確定申告～ 


